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「規制改革ホットライン（地域活性化の集中受付）」 
について 

 
 

 

１．集中受付の趣旨 

 

規制改革会議においては、環境や技術変化に対応した規制改革をタイ

ムリーかつ着実に進めるため、「規制改革ホットライン」に寄せられた

規制改革に関する提案を積極的に取り上げることとしており、その審議

結果を過去２回の答申に反映し、実現に向けて取り組んできたところで

ある。 

今期は「地域活性化」に寄与する規制改革を検討テーマの１つとして

おり、“地域が主役”との観点から、地域からの声を積極的に受け止め

る必要がある。 

そこで、「地域活性化」に寄与する多くの提案をいただくことを目的

として「規制改革ホットライン（地域活性化の集中受付）」を実施する。 

 

 

２．集中受付期間 

   

平成 26 年 10 月１日(水)～10 月 31 日(金)を集中受付期間とする。 

 

 

３．募集する提案 

 

 

「地域活性化」を推進する上で、改革が必要と考えられる規制 

の見直しについて、積極的な御提案を幅広くお寄せ下さい。 

なお、提案の背景、現状における弊害、改善の必要性・効果 

等をできるだけ具体的に記載していただければ幸いです。 
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「規制改革ホットライン」運営方針について（平成 26年 9月 16 日改正） 

 

１．「規制改革ホットライン」の趣旨 

  環境や技術変化に対応した規制改革をタイムリーかつ着実に進めるため、広く国民や企業等から

規制改革に関する提案を受け付ける「規制改革ホットライン」を設置する（平成 25 年 3 月 22 日）。 

 

２．「規制改革会議ホットライン対策チーム」の設置及び構成 

    提案内容の検討について所管省庁任せとせず、迅速かつ的確に処理することを目的として、新た

に「規制改革会議ホットライン対策チーム」を設置する。 

    ホットライン対策チームの構成は、座長、座長代理のほか、各ワーキング・グループより１名ず

つの参加（原則、座長代理）を得ることとし、相互に密接な連携・協力関係を図るものとする。 

 

３．提案の取扱いについて 

（１）受け付けた提案は、内閣府規制改革推進室において、事実関係の確認及び精査等を行った上で

所管省庁への検討要請事項を選定する。概ね２週間ごとに所管省庁に検討要請を行うとともに、

直近の規制改革会議に内容を報告する。 

   報告にあたっては、ホットライン対策チーム座長の了承を得て、各ワーキング・グループに分

類する。ただし、「規制改革ホットライン（地域活性化の集中受付）」において受け付けた提案

については、ホットライン対策チーム座長及び地域活性化ワーキング・グループ座長の了承を得

て、各ワーキング・グループに分類する。 

 

（２）規制改革推進室は、検討要請日より原則２週間後をめどに所管省庁から回答を求めることとし、

直近のホットライン対策チームに報告する。 

   ホットライン対策チームは、 

    ①所管省庁に再検討を要請する事項の有無について検討し、     

    ②各ワーキング・グループで検討すべき事項（緊急重要案件は規制改革会議）を区分した上

で、規制改革会議に報告する。 

      規制改革会議は、 

        ③緊急重要案件と判断した事項は自ら検討（必要に応じ対策チームに論点整理を指示）する

とともに、それ以外の事項は各ワーキング・グループに検討を指示し、 

    ④併せて、これらの事項の再検討を所管省庁に要請する。 

   その後、規制改革会議及び各ワーキング・グループは、 

    ⑤所管省庁と折衝し、事項の処理に取り組む。 

 

（３）各ワーキング・グループでの処理結果については、規制改革会議に報告する。 

 

（４）規制改革会議は、自らの検討結果及び各ワーキング・グループからの報告を受け、改善措置を

図る必要がある事項について答申に盛り込む。なお、所管省庁が自ら実施するとした事項は迅速

な対応を求める。 

 

（５）規制改革推進室は、 

    ①所管省庁からの検討結果（更に精査・検討を要すると認められる事項について、規制改革

会議（各ワーキング・グループ）において対応する旨を明記） 

    ②規制改革会議の審議結果、 

    ③所管省庁が講じた措置の内容（講じようとする措置の内容）、 

  について、内閣府ホームページで公表する。 



「規制改革ホットライン」に寄せられた提案の取扱いについて（平成26年9月16日） 
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 検討結果の公表※ 
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